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あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている「指定介護予防訪問看護及び訪問看護」（以下：「訪問看

護」と省略）サービスについて、契約を締結する前に知っておいていただきたい内容を、説明いたします。わから

ないこと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。

この「重要事項説明書」は、「千葉県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成２４年１０月２３日条例第６８号）」第７８条・第９条の規定に基づき、指定介護予防訪問看護及び訪

問看護、または医療保険による訪問看護サービス提供契約締結に際して、ご注意いただきたいことを説明する

ものです。

１ 指定訪問看護サービスを提供する事業者について

事業者名称 ＤＳセルリア株式会社

代表者氏名 代表取締役 北村 直也

本社所在地 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目３番地

連絡先 電話：０４３－２７３－５０２４ ＦＡＸ：０４３－２１３－６４９１

法人設立年月日 平成２７年４月２７日

２ 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について

（１）事業所の所在地等

事業所名 ＤＳ訪問看護ステーション妙典

介護保険

指定事業所番号
１２６２７９０５１７

ステーションコード ２７９０５１７

事業所所在地 千葉県市川市塩焼５－７－２５ ドミール鈴木３０３

連絡先 電話：０４７－７１１－２８１１ ＦＡＸ：０４７－７１１－２８１２

相談担当者名 相談担当者：天川 秀美

事業所の通常の業務の

実施地域

【本店】

①千葉県市川市の一部 （河原、下新宿、上妙典、妙典、下妙典、本行徳、
本塩、関ヶ島、富浜、塩焼、伊勢宿、末広、宝、幸、加藤新田、高浜町、
押切、湊、湊新田、行徳駅前、入船、日之出、千鳥町、欠真間、香取、
福栄、新浜、塩浜、相之川、広尾、島尻、新井、南行徳）

②千葉県浦安市全域
※上記以外の地域に関しては、応相談

（２）事業の目的及び運営の方針

事業の目的

事業者が設置する事業所の職員及び業務管理に関する重要事項を定めることに

より、事業所の円滑な運営を図るとともに、訪問看護の事業の適正な運営及び利用

者に対する適切な指定訪問看護の提供を確保することを目的とする。

運営の方針

① 事業所は、訪問看護を提供することにより、生活の質を確保し健康管理及び日

常生活活動の維持・回復を図るとともに、在宅医療を推進し、快適な在宅療養

ができるよう努めます。

② 事業所は、事業の運営にあたって、必要なときに必要な訪問看護の提供がで

きるよう努めます。

③ 事業所は、事業の運営にあたって、関係区市町村、地域包括支援センター、

保健所及び近隣の他の保健・医療又は福祉サービスを提供する者との密接な

連携を保ち、総合的なサービスの提供に努めます。

（３）事業所窓口の営業日及び営業時間

営業日 月曜日～金曜日

休業日 日曜日・年末年始（１２月３１日～１月３日）
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営業時間 ８：３０～１７：３０

（４）サービス提供可能な日と時間帯

サービス提供日 月曜日～金曜日

休業日 日曜日・年末年始（１２月３１日～１月３日）

サービス提供時間 ９：００～１７：００

（５）事業所の職員体制

管理者 天川 秀美

職 職 務 内 容 人員数

管理者

１ 主治の医師の指示に基づき適切な訪問看護が行われるよう必要な管理

を行います。

２ 訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成に関し、必要な指導及び

管理を行います。

３ 従業員に、法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行います。

常勤１名

看護職員のうち

主として計画作

成等に従事す

る者

１ 訪問看護の提供の開始に際し、主治の医師から文書による指示を受ける

とともに、主治の医師に対して訪問看護計画書・報告書を提出し、主治

の医師との密接な連携を図ります。

２ 主治の医師の指示に基づく訪問看護計画の作成を行うとともに、利用者

等への説明を行い、同意を得ます。

３ 利用者へ訪問看護計画を交付します。

４ 訪問看護の実施状況の把握及び訪問看護計画の変更を行います。

５ 利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解しやす

いように指導又は説明を行います。

６ 常に利用者の病状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把

握に努め、利用者又はその家族に対し、適切な指導を行います。

７ サービス担当者会議への出席等により、居宅介護支援事業者と連携を

図ります。

８ 訪問日、提供した看護内容等を記載した介護予防訪問看護及び訪問看

護報告書を作成します。

常勤２名

非常勤３名

看護職員・

理学療法士等

１ 訪問看護計画に基づき、訪問看護のサービスを提供します。

２ 訪問看護の提供に当たっては、適切な技術をもって行います。

常勤４名

非常勤３名

事務職員 介護・医療給付費等の請求事務及び通信連絡事務等を行います。 非常勤１名

３ 提供するサービスの内容及び費用について

（１）提供するサービスの内容について

サービス区分と種類 サービスの内容

訪問看護計画の作成
主治の医師の指示並び利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、援助

の目標に応じて具体的なサービス内容を定めた訪問看護計画を作成します。

訪問看護の提供

訪問看護計画に基づき、訪問看護を提供します。

具体的な訪問看護の内容

① 理学療法士による看護師の代行となる在宅リハビリテーション

② 作業療法士による看護師の代行となる生活リハビリテーション

③ 言語聴覚士による看護師の代行となる嚥下・発声リハビリテーション

④ 看護師による全身状態の把握・服薬管理・栄養指導等
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（２）看護職員・理学療法士等の禁止行為

看護職員・理学療法士等はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。

①利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり

②利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受

③利用者の同居家族に対するサービス提供

④利用者の居宅での飲酒、喫煙、飲食

⑤身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除く）

⑥その他利用者又は家族等に対して行なう宗教活動、政治活動、営利活動その他迷惑行為

（３）サービス利用上の禁止行為

利用者又は家族による看護職員・理学療法士等に対する以下のハラスメント行為を禁止しています。

①サービスに必要がないことを強制的に行わせること

②看護職員・理学療法士等の指摘・指示を無視すること

③故意に必要な情報や連絡事項を与えないこと

④不必要な身体への接触

⑤容姿および身体上の特徴に関する不必要な発言・質問

⑥性的および身体上の事柄に関する不必要な発言・質問

⑦個人を中傷するうわさの流布及び個人のプライバシーの侵害

⑧交際・性的関係の強要

⑨わいせつ図画の閲覧、配布、掲示

⑩身体的暴力行為を行うこと

⑪人格を傷つける発言を行うこと

⑫一方的に恫喝すること

⑬私物を意図的に壊すことや隠すこと

⑭その他前各号に準ずる言動を行うこと

※サービス利用契約中に、利用者、家族から上記（３）サービス利用上の禁止行為に該当するハラスメント行為

を行った場合はサービスを中止し、状況の改善や理解が得られない場合は、契約を解除することがあります。

上記により契約を解除する場合、事業者は居宅介護支援事業所または保険者である区市町村と連絡を 取り、

利用者の心身の状況その他の状況に応じて、適当な他の事業者等の紹介その他の必要な措置を講じます。

（４）提供するサービスの利用料・利用負担額について

【介護保険利用時】

基本料金 ※¹ 

（営業時間内） 基本料金

看護師の訪問

※² 

２０分未満 （１回当り） ３，３５９円

３０分未満 （１回当り） ５，０３９円

３０分以上１時間未満 （１回当り） ８，８０６円

１時間以上１時間半未満 （１回当り）１２，０６９円

１時間半以上 （１回当り追加） ３，２１０円

理学療法士等

の訪問

２０分 （１回当り） ３，１４５円

４０分（２０分×２） （１回当り） ６，２９１円

６０分（２０分×３）×０．９ ※³ （１回当り） ８，５０６円

訪問看護訪問

回数超過等減

算・理学療法士

等の訪問 ※⁴ 

２０分 （１回当り） ３，０６０円

４０分（２０分×２） （１回当り） ６，１２０円

６０分（２０分×３）×０．９ ※³ （１回当り） ８，２４９円

※¹ 自己負担料金は、「介護保険負担割合証」に準じ、ご請求となります。 
※² 准看護師の場合は、基本料金の９０％になります。 
※³ 理学療法士等による訪問看護が１日２回を超えて（３回以上）行う場合には１回当たりの基本料金の９０％に

なります。



4

※⁴ 理学療法士等の訪問回数が看護職員の訪問回数を超えている場合または特定の加算を算定していない
場合に１回につき８単位を所定単位数から減算します。

【介護予防保険利用時】

基本料金 ※¹ 

（営業時間内） 基本料金

看護師の訪問

※² 

２０分未満 （１回当り） ３，２４２円

３０分未満 （１回当り） ４，８２５円

３０分以上１時間未満 （１回当り） ８，４９５円

１時間以上１時間半未満 （１回当り）１１，６６３円

１時間半以上 （１回当り追加） ３，２１０円

理学療法士等

の訪問

２０分 （１回当り） ３，０３８円

４０分（２０分×２） （１回当り） ６，０７７円

６０分（２０分×３）×０．５ ※³ （１回当り） ４，５５８円

訪問看護訪問

回数超過等減

算・理学療法士

等の訪問 ※⁴ 

２０分 （１回当り） ２，９５３円

４０分（２０分×２） （１回当り） ５，９０６円

６０分（２０分×３）×０．５ ※³ （１回当り） ４，３０１円

※¹ 自己負担料金は、「介護保険負担割合証」に準じ、ご請求となります。 
※² 准看護師の場合は、基本料金の９０％になります。 
※³ 理学療法士等による訪問看護が１日２回を超えて（３回以上）行う場合には１回当たりの基本料金の５０％に

なります。金に２５％加算した金額となります。
※⁴ １２月を超えて理学療法士等がリハビリを提供する場合は１回につき５単位減算とします。また、１回につき８

単位を所定単位数から減算している場合はさらに１５単位減算します。

病状や条件に応じた料金

支給限度額基準に含まれる加算

夜間・早朝訪問看護加算／介護予防夜間・早朝訪問看護加算

夜間（１８～２２時まで）・早朝（６～８時まで）時間帯に計画に基づいた訪問を行った場合については基本料金

に２５％加算した金額となります。

深夜訪問看護加算／介護予防深夜訪問看護加算

深夜（２２～６時まで）時間帯に計画に基づいた訪問を行った場合については基本料金に５０％加算した金額と

なります。

訪問看護初回加算／介護予防訪問看護初回加算

（Ⅰ）新規に訪問看護計画書を作成した利用者に対して、病院、診療所又は介護
保険施設から退院又は退所した日に指定訪問看護事業所の看護師が初回の指定
訪問看護を行った場合に算定します。

３，７４５円

（Ⅱ）新規に訪問看護計画書を作成した利用者に対して、病院、診療所又は介護
保険施設から退院又は退所した日の翌日以降の初回の指定訪問看護を行った場
合は、１月につき所定単位数を算定します。ただし、（Ⅰ）を算定している場合は、
算定しません。

３，２１０円

複数名訪問看護加算／介護予防複数名訪問看護加算

下記のいずれかに該当し、（Ⅰ）複数の看護師等又は（Ⅱ）看護師等が看護
補助者と同時に訪問看護を行う場合に算定します。
（１）利用者の身体的理由により１人の看護師等による訪問看護が困難と

認められる
（２）暴力行為、著しい迷惑、器物破損行為等が認められる
（３）その他利用者の状況等から判断して、（１）または（２）に準ずると認め

られる

（Ⅰ）
３０分未満 ２，７１７円

３０分以上 ４，３０１円

（Ⅱ）
３０分未満 ２，１５０円

３０分以上 ３，３９１円

長時間訪問看護加算／介護予防長時間訪問看護加算
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減算項目

准看護師による訪問看護 所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定

理学療法士等の１日２回を超える

訪問看護

訪問看護費 １回につき１００分の９０に相当する単位数を算定

看護予防訪問介護費 １回につき１００分の５０に相当する単位数を算定

介護予防訪問看護が１２月を超え

る場合

介護予防訪問看護を理学療法士等が行う場合、開始日に属する月から起
算して１２月を超えて行われるときには、１回につき５単位を所定単位数か
ら減算します。また、訪問看護訪問回数超過減算されている場合はさらに
１５単位減算します。

訪問看護訪問回数超過等減算
理学療法士等の訪問回数が看護職員の訪問回数を超えている場合また
は特定の加算を算定していない場合に１回につき８単位を所定単位数か
ら減算します。

同一建物等居住者・集合住宅減算
事業所と同一敷地内又は隣接する敷地
内に所在する建物に居住する者

所定単位数の１００分の９０

特別管理加算の対象となる方に対して、所要時間を通算した時間が１時間３０分以
上となるときに算定します。 ３，２１０円

看護・介護職員連携強化加算 （緊急時訪問看護加算算定者のみ）

看護職員が訪問介護事業所の介護員等に対し、たんの吸引等の業務が円滑に行
われるよう、計画書や報告書の作成及び緊急時等の対応についての助言を行うと
ともに、訪問介護員等に同行し確認又は会議に出席した場合に算定します。

月１回 ２，６７５円

退院時共同指導加算／介護予防退院時共同指導加算

病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院（入所）中の方が退院
（退所）するに当たり、指定訪問看護ステーションの看護師等（准看護師を除く）が入
院（入所）中の方や家族等に対し、主治医やその他の従業者と共同して療養上必要
な指導を行い、その内容を文章により提供した場合に算定します。

６，４２０円

口腔連携強化加算／介護予防口腔連携強化加算
事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同
意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、当該評価の結果を情報提
供した場合に、１月に１回に限り所定単位数を算定します。

５３５円

支給限度額基準に含まれない加算

緊急時訪問看護加算／介護予防緊急時訪問看護加算

（Ⅰ）下記、（１）、（２）どちらも該当
（Ⅱ）下記、（１）のみ該当

（１）利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場
合に常時対応できる体制にあること

（２）緊急時訪問における看護業務の負担の軽減に資する十分な業務管理等の体

制の整備が行われていること

（Ⅰ） ６，４２０円

（Ⅱ） ６，１４１円

特別管理加算／介護予防特別管理加算

訪問看護を提供するにあたり、特別な管理を必要とする利用者（厚生労働大臣が
定める状態にあるもの）に対して、計画的な管理を行った場合に算定します。
複数の事業所関わっている場合、一ヶ所の事業所のみが算定できます。

（Ⅰ） ５，３５０円

（Ⅱ） ２，６７５円

訪問看護ターミナルケア加算

ターミナル期のご利用者に対して、本人やご家族、医師や介護職などの関係者が
一丸となり、最期の日までその人らしい日々を送り、支援することを目的としていま
す。死亡日および死亡日前１４日以内に２日以上ターミナルケアを行った場合に算
定します。

２６，７５０円

サービス提供体制強化加算／介護予防サービス提供体制強化加算

サービスの質が一定以上に保たれた事業所を評価するために設けられた加算で、１
回の訪問に対して所定の単位数を算定します。

（Ⅱ） ３２円

自費サービス

死後の処置（消費税別） ２０，０００円
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１月当たりの利用者が同一の建物に２０人
以上居住する場合

所定単位数の１００分の９０

１月当たりの利用者が同一敷地内建物等

に５０人以上居住する場合
所定単位数の１００分の８５

業務継続計画未実施減算 所定単位数の１００分の１に相当する単位数を減算

高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の１００分の１に相当する単位数を減算

【医療保険利用時】

基本料金 ※¹※² 

訪問看護基本療養費

（Ⅰ）

週３回まで（１日１回につき） ５，５５０円

４日以降

（１日１回につき）

看護職員 ６，５５０円

理学療法

士等
５，５５０円

（Ⅱ）※施設への訪問

週３回まで

（１日１回につき）

１日に２人 ５，５５０円

１日に３人

以上
２，７８０円

４日以降

（１日１回につき）

同一日に

２人
６，５５０円

同一日に

３人以上
３，２８０円

（Ⅲ）※外泊地への訪問 １回 ８，５００円

訪問看護管理療養費

１

特掲診療料の施設基準等別表第七に掲げる疾病等の

者及び特掲診療料の施設基準等別表第八に掲げる者

に対する訪問看護について相当な実績を有すること。又

は、精神科訪問看護基本療養費を算定する利用者のう

ち、ＧＡＦ尺度による判定が４０以下の利用者の数が月

に５人以上である時に算定します。

月の初日 ７，６７０円

２日目以降

（１日当たり）
３，０００円

２
訪問看護管理療養費１の条件に該当しない場合に算定

します。

月の初日 ７，６７０円

２日目以降

（１日当た

り）

２，５００円

訪問看護ベースアップ評価料

（Ⅰ）
医療に従事する職員の賃金の改善を図る体制にある場

合に算定します。
月１回 ７８０円

（Ⅱ）１～１８ 事業所の実績に応じて３か月に１度変動があります。 月１回
１０円

～５００円

訪問看護情報提供療養費 ※³ 

情報提供先 対象者 算定日数

１

・居住地を管轄する市
町村（特別区を含む）、
都道府県
・指定特定相談支援事
業者、指定障害児相談
支援事業者

・厚生労働大臣が定
める疾病等の該当者
・精神障害を有する
者、その家族等
・１８歳未満の児童

月１回 １，５００円

２
保育所、認定こども園、
家庭的保育事業・小規
模保育事業・事業所内

・１８歳未満の超重症
児、準超重症児
・厚生労働大臣が定

・各年度１回
・入学、転学等に
より該当学校等に

１，５００円
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保育事業を行う者、幼
稚園、小学校、中学
校、義務教育学校、高
等学校、中等教育学
校、特別支援学校、高
等専門学校、専修学校

める疾病等に該当す
る１８歳未満の児童

初めて在籍するこ
ととなる月に１回
・医療的ケアの実
践方法等を変更し
た月に１回

３
利用者（在宅）の診療を
行っている保険医療機
関

在宅から保険医療機
関、介護老人保健施
設、介護医療院へ療
養の場所を変更する
利用者

月１回 １，５００円

精神科訪問看護基本療養費

（Ⅰ）

週３回まで

（１日１回につき）

３０分以上 ５，５５０円

３０分未満 ４，２５０円

週４日以降

（１日１回につき）

３０分以上 ６，５５０円

３０分未満 ５，１００円

（Ⅲ）

※同一建物に居住する

複数の利用者へ同一日

にサービスを提供した場

合

週３回まで 二人まで

（１日１回につき）

３０分以上 ５，５５０円

３０分未満 ４，２５０円

週４日以降 二人まで

（１日１回につき）

３０分以上 ６，５５０円

３０分未満 ５，１００円

週３回まで 三人以上

（１日１回につき）

３０分以上 ２，７８０円

３０分未満 ２，１３０円

週４日以降 三人以上

（１日１回につき）

３０分以上 ３，２８０円

３０分未満 ２，５５０円

（Ⅳ）

※入院中で在宅療養に

備えた外泊

入院中１回

（厚生労働大臣が定める疾病等においては２回）
８，５００円

訪問看護ターミナルケア療養費

１

ターミナル期の利用者に対して、本人や家族、医師や介

護職等の関係者が一丸となり、最期の日までその人らし

い日々を送り、支援することを目的としています。死亡日

および死亡日前１４日以内に２回以上ターミナルケアを

行った場合に算定します。

２５，０００円

２

特別養護老人ホーム等※⁴で死亡した利用者のうち、介

護保険における看取り介護加算等を算定した場合は２を

算定します。

１０，０００円

※¹ 准看護師の場合は、基本料金の９０％になります。 
※² 自己負担料金については、ご利用される保険等の負担割合により異なります。 

社会保険／国民健康保険 年齢・所得額に応じた１～３割負担

他、各種健康保険 負担割合分

後期高齢者医療 所得額に応じた１～３割負担

各種公費 受給者証（自己負担上限額）に記載された内容に応じた負担
※³訪問看護情報提供療養費１～３は、他の訪問看護ステーションにおいて、当該保険医療機関に対して情報

を提供することにより訪問看護情報提供療養費を算定している場合は、算定いたしません。
※⁴特別養護老人ホーム等には、指定特定施設、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定介護老人福

祉施設（有料老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、認知症高齢者グループホーム、特別養護老
人ホーム）が含まれます。
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病状や条件に応じた料金

訪問看護基本療養費の加算項目

緊急訪問看護加算

利用者又はその家族等の求めに応じて、その主治

医の指示に基づき、訪問看護ステーションの看護

師等が緊急に指定訪問看護を実施した場合に算

定します。

月１４日目まで ２，６５０円

月１５日目以降 ２，０００円

長時間訪問看護加算

（週１日を限度）

長時間精神科訪問看護

加算

特別管理加算の対象者に対して、１回の時間が１

時間３０分を超える訪問看護を行った場合、訪問看

護の所定サービス費（１時間以上１時間３０分未満）

に加算します。なお、当該加算を算定する場合は、

別途定めた１時間３０分を超過する部分の利用料

は徴収しません。

５，２００円

乳幼児加算

６歳未満の乳幼児に対し、訪問看護ステーションの

看護師等が指定訪問看護を行った場合は、乳幼児

加算として１日につき所定額を加算します。また厚

生労働大臣が定める者に該当する場合は（２）を加

算します。

（１） １，３００円

（２） １，８００円

難病等複数回訪問加算

基準告示第２の１に規定する疾病等の利用者又は

特別訪問看護指示書が交付された利用者に対し

て、必要に応じて１日に２回又は３回以上指定訪問

看護を実施した場合に所定額に加算します。

１日に２回 ４，５００円

３回以上 ８，０００円

複数名訪問看護加算

（週３回を限度）

二人の看護師等が同時に訪問看護を行う場合（利

用者の身体的理由により１人の看護師等による訪

問看護が困難と認められる場合等）に加算します。

看護師 ４，５００円

准看護師 ３，８００円

その他職員 ３，０００円

夜間・早朝訪問看護加算

夜間（１８～２２時まで）または早朝（６～８時まで）に

利用者または家族の求めに応じて訪問看護を行っ

た場合に算定します。

２，１００円

深夜訪問看護加算
深夜（２２～６時まで）に利用者または家族の求めに

応じて訪問看護を行った場合に算定します。
４，２００円

精神科訪問看護基本療養費の加算項目

精神科緊急訪問看護加

算

利用者又はその家族等の求めに応じて、その主治

医の指示に基づき、訪問看護ステーションの看護

師等が緊急に指定訪問看護を実施した場合に算

定します。

月１４日目まで ２，６５０円

月１５日目以降 ２，０００円

長時間精神科訪問看護

加算

特別管理加算の対象者に対して、１回の時間が１

時間３０分を超える訪問看護を行った場合、訪問看

護の所定サービス費（１時間以上１時間３０分未満）

に加算します。なお、当該加算を算定する場合は、

別途定めた１時間３０分を超過する部分の利用料

は徴収しません。

５，２００円

複数名精神科訪問看護

加算

二人の看護師等が同時に精神科訪問看護を行う

場合（利用者の身体的理由により１人の看護師等

による精神科訪問看護が困難と認められる場合等）

に加算します。

看護師又は作業療法士

４，５００円

１日に２回 ９，０００円

３回以上 １４，５００円

准看護師

３，８００円

１日に２回 ７，６００円

３回以上 １２，４００円

精神科複数回訪問加算 主治医が複数回の訪問看護の必要を認めた利用 １日に２回 ４，５００円
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者に対して、１日に複数回の訪問看護を行うことで

加算します。
３回以上 ８，０００円

訪問看護管理療養費の加算項目

２４時間対応体制加算

利用者又はその家族等から電話等により看護に関

する意見を求められた場合に常時対応でき、必要

に応じて、緊急訪問を行うことができる体制を整備

していることに対する評価の加算です。

※看護業務の負担軽減を行っている場合）イ、

それ以外の場合ロ）

（イ） ６，８００円

（ロ） ６，５２０円

特別管理加算

訪問看護を提供するにあたり、特別な管理を必要と

する利用者（厚生労働大臣が定める状態におい

て、特別管理加算に該当する場合、または特別管

理加算（重症度等の高いもの）に該当する場合）に

対して、計画的な管理を行うことを評価する加算で

す。

（重） ５，０００円

２，５００円

退院時共同指導加算

主治医の所属する保険医療機関に入院中又は介

護老人保健施設若しくは介護医療院に入所中で、

退院・退所時に入院（入所）施設の職員と在宅療養

についての指導を共同で行い、その内容を文章で

提供した場合に算定します。

８，０００円

特別管理加算対象者

＋２，０００円

退院支援指導加算
退院日に当該保険医療機関以外において療養上

必要な指導を行ったときに算定します。
９０分以下 ６，０００円

９０分超過 ８，４００円

在宅患者連携指導加算

在宅での療養を行っている利用者の診療情報等

を、当該利用者の診療等を担う保険医療機関等の

医療関係職種間で文書等により共有し、それぞれ

の職種が当該診療情報等を踏まえ診療等を行う場

合に算定します。

３，０００円

在宅患者緊急時等

カンファレンス加算

状態の急変や診療方針の変更等に伴い、保険医

療機関の保険医の求めにより開催されたカンファレ

ンスに看護師等（准看護師を除く）が参加して、共

同で利用者や家族に対して指導を行った場合に算

定します。

月２回まで ２，０００円

看護・介護職員連携強化

加算

喀痰吸引等の医療が継続的に必要な物が在宅で

療養生活を継続することが出来るよう、介護職員等

の支援を行ったときに加算します。
月１回 ２，５００円

自費サービス

死後の処置（消費税別） ２０，０００円

※利用料について、事業者が法定代理受領を行わない場合、上記に係る利用料は、全額をいったんお支払い
ただきます。この場合「サービス提供証明書」を交付しますので「領収書」を添えてお住まいの市町村に居宅介
護サービス費の支給（利用者負担額を除く）申請を行ってください。

４ その他の費用について

交 通 費

利用者の居宅が、通常の業務の実施地域は無料です。通常の事業の実施地域以外の場
合、運営規程の定めに基づき、交通費の実費を請求いたします。
なお、自動車を使用した場合は、１㎞当たり５０円（税別）にて算定により請求となり、緊急時な
どで交通機関を利用した場合は、実費利用者負担となります。

キャンセル料
サービスの利用をキャンセルの場合、当日午前９時までにご連絡がない場合は、キャンセル
料をご負担いただく場合がありますので、ご注意下さい。この場合のキャンセル料の計算方
法は、ご利用予定の利用料相当額がキャンセル料となります。
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その他費用 サービス実施記録簿の複写にかかる費用は、Ａ４サイズ１枚１０円とします。

５ 利用料、利用者負担額、その他の費用の請求及び支払い方法について

利用料、利用者負担額、

その他の費用の請求方法等

ア）利用料、利用者負担額及びその他の費用の額はサービス提供ごとに
計算し、利用月ごとの合計金額により請求いたします。

イ）上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月２０日頃にお申
し出があった宛先へお届け（郵送）します。

利用料、利用者負担額、

その他の費用の支払い方法等

サービス実施記録簿の利用者控えと内容を照合の上、請求月において事
業所が指定する期日までに以下方法でお支払下さい。
※金融機関口座から自動引き落とし

利用可能な金融機関：都市銀行・信用金庫・ゆうちょ銀行
※利用料、利用者負担額 及びその他の費用の支払いについて、正当な理由がないにもかかわらず、支払い
期日から２か月以上遅延し、さらに支払いの催告から１４日以内に支払いが無い場合には、サービス提供の契
約を解除した上で、未払い分をお支払いいただくことがあります。

※初月利用時など、「預金口座振替依頼書・自動払込利用申込書」の処理が完了するまでの期間は、利用料、
利用者負担額及びその他の費用の支払いについて、指定口座への振込を依頼することもございますので、ご
了承願います。また、指定口座への振込の場合、振込送金に関して生じる振込手数料は利用者の負担となり
ますので、併せてご了承願います。

６ 担当する看護職員の変更をご希望される場合の相談窓口について

利用者のご事情により、担当す

る訪問看護職員の変更を希望

される場合は、右のご相談担当

者までご相談ください。

ＤＳ訪問看護

ステーション

妙典

相談担当者 連絡先電話番号 同ファックス番号

天川 秀美 ０４７－７１１－２８１１ ０４７－７１１－２８１２

受付日及び受付時間 営業日と営業時間同様

※担当する看護職員は、利用者のご希望をできるだけ尊重して調整を行いますが、当事業所の人員体制など
により、ご希望に沿えない場合もありますことを予めご了承ください。

７ サービスの提供にあたって
（１）サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証あるいは医療保険被保険者証に記載された内容（被保

険者資格、有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所などに変更があった場合は速やかに当
事業者にお知らせください。

（２）サービス提供は「訪問看護計画」に基づいて行ないます。なお、「訪問看護計画」は、利用者等の心身の状
況や意向などの変化により、必要に応じて変更することができます。

（３）看護職員に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、すべて当事業者が行ないますが実際の
提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に充分な配慮を行ないます。

※下記（４）、（５）は介護保険利用者対象
（４）利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう

必要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であって、必要と
認められる時は、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受けている要介護認定の有効期間が終
了する３０日前にはなされるよう、必要な援助を行うものとします。

（５）利用者に係る居宅介護支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケアプラン）」に基づき、主治の医師の
指示並びに利用者の心身の状況、また利用者や家族の意向を踏まえて、「介護予防訪問看護及び訪問看
護計画」を作成します。なお、作成した「介護予防訪問看護及び訪問看護計画」は、利用者又は家族にそ
の内容を説明いたしますので、ご確認いただくようお願いします。

８ 虐待の防止について

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。

（１）虐待防止に関する責任者を選定しています。

虐待防止に関する責任者 天川 秀美

（２）成年後見制度の利用を支援します。

（３）苦情解決体制を整備しています。

（４）従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。

（５）介護相談員を受入れます。

（６）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）による虐

待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。
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（７）虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催するとともに、

その結果について、従業者に十分に周知します。

（８）虐待の防止のための指針を整備します。

※前項（７）に規定する委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとします。

９ 身体拘束について

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれがある場合など、
利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用者に対して説明し同意
を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を
行った日時、理由及び態様等についての記録を行います。また事業者として、身体拘束をなくしていくための取
り組みを積極的に行います。
（１）緊急性：直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危険が及ぶことが考えら

れる場合に限ります。
（２）非代替性：身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことを防止すること

ができない場合に限ります。
（３）一時性：利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合は、直ちに身体拘

束を解きます。

１０ 秘密の保持と個人情報の保護について

利用者及びその家族に関する

秘密の保持について

①事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法
律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人
情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」を遵守し、適切な取り扱い
に努めるものとします。

②事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス
提供をする上で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由な
く、第三者に漏らしません。

③また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後にお
いても継続します。

④事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保
持させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後において
も、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容としま
す。

個人情報の保護について

①事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者
会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家
族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス担
当者会議等で利用者の家族の個人情報を用いません。

②事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物
（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の
注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するもの
とします。

③事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を
開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求めら
れた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で
訂正等を行うものとします。（開示に際して複写料などが必要な場合は
利用者の負担となります。）
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１１ 緊急時の対応方法について

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、臨時応急手当てを行うとともに、

速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも連絡

します。

【主治医】

所属医療機関名

医療機関所在地

医 師 氏 名

電話番号（勤務先及び携帯）

【ご家族・代理人連絡先】

住 所

氏 名

続 柄

連 絡 先

１２ 事故発生時の対応方法について
利用者に対する訪問看護の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、利用者に係る居宅

介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ、事故の状況及び事故に際して採った処置につい
て記録し、その完結の日から２年間保存します。

また、利用者に対する訪問看護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行い
ます。

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。

保険会社名 東京海上日動火災保険株式会社

保険名 訪問看護事業者賠償責任保険

補償の概要
訪問看護事業者が、訪問看護業務の遂行に起因して発生した

対人・対物事故について負う法律上の損害賠償責任を補償する。

１３ 身分証携行義務
訪問看護職員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族から提示を求められた

時は、いつでも身分証を提示します。

１４ 心身の状況の把握
訪問看護の提供に当たっては、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は

福祉サービスの利用状況等の把握に努めるものとします。

１５ 居宅介護支援事業者等との連携
（１）訪問看護の提供に当り、介護保険サービスを併用中の場合など、居宅介護支援事業者及び保健医療サー

ビスまたは福祉サービスの提供者と密接な連携に努めます。
（２）サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「訪問看護計画」の写しを、利用者の同

意を得た上で必要時、居宅介護支援事業者に送付します。
（３）サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内容を記した書面また

はその写しを必要時、居宅介護支援事業者に送付します。
（４）他訪問看護ステーションによるサービスを利用されている場合は、「訪問看護計画書」「訪問看護報告書」等

を共有し、連携を図ります。
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１６ サービス提供の記録
（１）訪問看護の実施ごとに、そのサービスの提供日、内容及び利用料等を、サービス提供の終了時に利用者の

確認を受けることとします。また利用者の確認を受けた後は、その控えを利用者に交付します。
（２）訪問看護の実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、その記録は、利用者との契約が終了した日か

ら２年間保存します。
利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求することができます。

１７ 衛生管理等

（１）看護職員の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。

（２）訪問看護事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。

１８ 業務継続に向けた取り組みについて

（１）非常災害や感染症の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するため並びに
非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従っ
て必要な措置を講じます。

（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。
（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。

１９ サービス提供に関する相談、苦情について
（１）苦情処理の体制及び手順

ア）提供した訪問看護に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるための窓口を設置し
ます。（下表に記す 【事業者の窓口】 のとおり）

イ）相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。
・担当者はその内容に応じて、謝罪等の必要な対応を行います。
・担当者は介護予防訪問看護及び訪問看護の職員に事実関係の確認を行います。
・担当者は把握した状況について検討を行い、具体的な解決策を決定します。
・担当者が必要と判断した場合には、事業所内で苦情相談検討会を開催します。
・事業所において解決が困難であると判断した場合は、事業者、保険者、千葉県国保連合会、地域包

括支援センター等と協議し対応にあたります。
・苦情相談が解決した際には、結果を関係機関へ報告します。

（２）苦情申立の窓口

【事業者の窓口】

ＤＳセルリア株式会社

所 在 地 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目３番地

電話番号 ０４３－２７３－５０２４

受付時間 １０：００～１８：００

【事業所の窓口】

ＤＳ訪問看護ステーション妙典

苦情相談担当者：天川 秀美

所 在 地
千葉県市川市塩焼５－７－２５

ドミール鈴木３０３

電話番号 ０４７－７１１－２８１１

ファックス番号 ０４７－７１１－２８１２

受付時間 ８：３０～１７：３０

【市町村（保険者）の窓口】

千葉県市川市福祉政策課施設

グループ

所 在 地 千葉県市川市八幡１－１－１

電話番号 ０４７－７１２－８５４８

受付時間 市役所開庁時間

【市町村（保険者）の窓口】

千葉県浦安市健康福祉部介護

福祉課

所 在 地 千葉県浦安市猫実１－１－１

電話番号 ０４７－７１２－６４０３

受付時間 市役所開庁時間

【市町村（保険者）の窓口】

江戸川区 介護保険課

所 在 地 東京都江戸川区中央一丁目４番１号

電話番号 ０３－５６６２－００３２
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受付時間 区役所開庁時間

【公的団体の窓口】

千葉県国保連合会介護

保険課苦情相談窓口

所 在 地 千葉県千葉市稲毛区天台６－４－３

電話番号 ０４３－２５４－７４２８

受付時間
９～１２時、１３～１７時

（土・日・祝日・年末年始を除く）

２０ 介護・医療保険法の改正
厚生労働省が定める介護・医療給付費（介護・医療報酬）の改定があった場合、事業所の料金体系は、厚生

労働省が定める介護・医療給付費（介護・医療報酬）に準拠するものとします。

２１ 重要事項説明の年月日

この重要事項説明書の説明年月日 令和 年 月 日

上記内容について、「千葉県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例（平成２４年１０月２３日条例第６８号）」第７９条・第９条の規定に基づき、利用者に説明を行いました。

事
業
者

所 在 地 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目３番地

法 人 名 ＤＳセルリア株式会社

事

業

所

所 在 地 千葉県市川市塩焼５－７－２５ ドミール鈴木３０３

事 業 所 名 ＤＳ訪問看護ステーション妙典 印

管 理 者 名 天川 秀美 印

説 明 者 名 印

上記内容の説明を事業者から確かに受け、訪問看護サービスの提供開始に同意の上、利用者および事業

者が記名押印し、一通ずつ保管するものとします。

利用者

住 所

氏 名 印

署名代行者（代理人）

住 所

氏 名 印


